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【要旨】本研究の目的は、多職種がそれぞれどのような視点で転倒リスクを捉え、多職種連携
による転倒防止についてどのような考え方を持っているのかを明らかにすることである。研究協
力者は、A県内の入所及び通所サービスを提供する介護老人保健施設Bに勤務し、入所サービス
提供に携わっており、転倒リスクの判断力を備えていると想定される看護師３名、理学療法士３
名、介護士３名とした。構成的インタビューを行い、内容分析法を用いてインタビューの結果を
意味の類似性により分類した。その結果、看護師と介護士は対象者の生活や認知面を重視し、理
学療法士は対象者の機能・能力面を重視することが明らかになった。多職種が連携しやすい環境
の基盤は、各職種の専門性の理解をしていること、物理的距離が近いこと、一緒にケアをする機
会があること、平等な関係だと自覚していること、日頃から相談しやすい人間関係が築かれてい
ることであると示唆された。

（転倒／介護老人保健施設／多職種連携）

介護老人保健施設職員の転倒リスクの捉え方と多職種連携に対する認識
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Ⅰ．緒　　言

高齢者の転倒は、 高齢者の生命やその後のADL

（Activities of Daily Living: ADL）ならびに生活の質
（Quality of life: QOL）に重大な影響を及ぼす因子であ
り１）、転倒によって大腿骨頸部骨折や転倒後症候群を合
併し、活動性が低下することで、廃用症候群である筋力
低下や認知機能低下が起こり、さらに転倒リスクが増加
する可能性が示唆されている２）。これらのことから、高
齢者の転倒予防は重要な課題であると言える。
介護施設に入所している高齢者が転倒する確率は、地

域在住の高齢者と比較すると２～３倍高く３）、介護現場
において最も多く発生する事故として報告されている４）

ことから、介護施設に入所している高齢者の転倒予防を
行うことは急務である。しかし、介護老人保健施設等で
は、転倒アセスメントスコアシートによる転倒リスク得
点がほとんどの高齢者で高いため判別に利用できない５）

等、予測・介入が難しい。そのような現状の中、介護老
人保健施設では、多職種が入所者の様々な場面に関わっ
ており、それぞれの視点で高齢者を捉えていると考えら
れる。よって、職種による高齢者の転倒アセスメントの
視点の特徴が明らかになれば、各職種の強みを生かした
チームの協働による効果的な転倒予防ケアの可能性が広
がると考える。

Ⅱ．目　　的

多職種がそれぞれどのような視点で転倒リスクを捉
え、多職種連携による転倒防止についてどのような考え
方を持っているのかを明らかにする。
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Ⅲ．用語の定義

本研究における「転倒」とは、バランスを崩し自分の
意思からではなく、身体の足底以外の部分が床につい
た状態（ベッドからずり落ちる転倒も含める）とする。
また「多職種」とは、自分の職種も含めた医療従事者６）

とする。そして、「他職種」を自分の職種以外の医療従
事者６）とする。

Ⅳ．方　　法

１．対象者
本研究の対象者は、A県内の入所及び通所サービスを
提供する介護老人保健施設B（職員数50名、医師、看
護師、介護士、薬剤師、理学療法士、作業療法士、言語
聴覚士、管理栄養士、歯科衛生士、事務職で構成）に勤
務し、入所サービス提供に携わっており、転倒リスクの
判断力を備えていると施設長により判断された看護師３
名、理学療法士３名、介護士３名とした。

２．調査期間
2014年９月であった。

３．データ収集方法及び調査内容
データ収集は、構成的インタビューを行った。インタ
ビュー場所は、施設内のプライバシーが守られる部屋で
行った。所要時間は１回30～60分であった。承諾を得
てインタビュー内容を録音した。
調査内容は、基本属性、転倒リスク評価時の優先的な
観察項目とその理由、観察するタイミング、転倒リスク
について相談する職種、他職種との連携の実感、他職種
との意見の違いを感じる時、他職種に相談してよかった
エピソード、自分の職種の役割とした。転倒リスク評価
時の優先的な観察項目は、優先的に観察する項目３つを
選択する形式で回答を得た。他職種との連携の実感につ
いては「できていない」１点、～「できている」４点の
４段階で回答を得た。

４．分析方法
内容分析法を用いた質的帰納的研究を用い、インタ
ビューの結果を意味の類似性により分類した。
１）転倒リスク判断時の優先的な観察項目と、観察する
タイミングについては、各職種の共通項目と単独項目
に分類した。
２）他職種との意見の違いを感じる場面については、場
面の有無と有る場合の具体的内容を分類した。

３）転倒リスクについて相談する職種については、相談
する職種と内容を整理した。
４）他職種に相談してよかったエピソードと、自分の職
種の役割については、内容を分類・整理した。

５．倫理的配慮
施設長に研究の目的・方法について文章と口頭で説明
し、文書で研究実施の許可を得た。施設長に「転倒リス
クの判断力を備えている職員」の選定と、研究協力の内
諾を得てもらうよう依頼し、研究協力候補者を紹介して
もらった。候補者には、文書と口頭で研究協力は自由意
思であり、研究協力を拒否しても職務および職場での待
遇に不利益を受けないこと、途中でも撤回できること、
研究データは、鍵つきの場所で保管し個人が特定されな
いよう、個人情報は匿名加工すること、データを本研究
以外に使用しないこと、学会等で研究結果を公表するこ
と、研究に関する質問をいつでもすることができるこ
と、研究データは研究終了後一定期間経過した後破棄す
ることについて説明し、文書で同意を得て研究協力者と
した。研究協力者が、職場で不利益を受けないよう、紹
介者及び施設の他の職員に対して、インタビュー内容を
守秘した。
本研究における開示すべきCOI関係にある企業・組織
および団体等は存在しない。

Ⅴ．結　　果

１．協力者の概要（表１）
協力者は看護師３名（40代～50代）、介護士３名（20
代～30代）、理学療法士３名（20代～30代）の計９名、
男性３名、女性６名であった。職種経験年数は、２年～
30年であった。
他職種との連携実感得点の平均点は、医師3.2点、看
護師3.7点、介護士3.9点、理学療法士4.0点、作業療法
士3.7点であった。

２．職種別にみた転倒リスク判断時の優先観察項目と観
察のタイミング
転倒リスク判断時の優先観察項目と観察のタイミング
については、表２の通りであった。３職種で共通してい
た項目は、転倒歴、移動能力レベル、薬剤使用の有無で
あった。看護師のみの項目は、自立心の強さと視力障害
の有無であった。看護師と介護士に共通した項目は知的
活動レベルであった。理学療法士のみであった項目は
性急さ、病識、Berg balance scale（バランス機能評価）、
Mini mental state examination（認知機能検査） であり、
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理学療法士と看護師に共通した項目は注意欠陥障害の有
無であった。
また、観察項目のタイミングについて、３職種に共通
したのは、入所時、日常の動作時、排泄時であり、看護
師と介護士のみは起床時、理学療法士のみはリハビリ
時、看護師や介護士からの相談・情報提供時であった。

３．他職種と意見の相違を感じることの有無とその場面
他職種と意見の相違を感じることについては、全員が
あると回答した。意見の相違を感じる場面として、看護
師は入所者の生活の質の向上、ここちよさ・思いの尊重、
危険をなるべく避けることを優先にしているため、他職
種の優先順位と異なると感じていた。介護士は入所者の
思いの尊重を優先しているため、他職種の優先順位と異
なると感じていた。
理学療法士は入所者の機能や能力を向上させ、入所者

が自分でできることを少しでも増やすことを優先にして
いるため、他職種の対応に相違を感じていた。

４．転倒リスクについてよく相談する職種とその理由
転倒リスクについてよく相談する職種については、看
護師・介護士は全員が理学療法士と回答し、理学療法士
は看護師、介護士、理学療法士、医師など様々な職種を
回答した。理学療法士に相談する理由としては、機能
的・専門的な視点からの意見を求めるためであり、看護
師・介護士に相談する理由としては、日常生活での情報
を求めるためであった。また、医師に相談する理由とし
ては、転倒リスクに疾患や薬剤が大きく影響する場合に
専門的な意見を求めるためであった。
相談・連携しやすい理由は、全職種がカンファレンス
に参加するため連携を図りやすいこと、同じ施設内やフ
ロアに必ずいるため物理的に距離が近いこと、気軽に相

表１　対象者の概要

表２　職種別にみた転倒リスク判断時の優先観察項目と観察のタイミング

他職種との連携実感得点：４．できている　３．まあできている　２．あまりできていない　１．できていない

職種 性別 年代 職種
経験年数

B施設
経験年数

他職種との連携実感得点
医師 看護師 介護士 理学療法士 作業療法士

A 看護師 女 40代 26 13 4 4 4 4 4
B 看護師 女 50代 12 10 3 3 4 4 2
C 看護師 女 50代 30 1 3 4 4 4 4
D 介護士 男 20代 7 3 4 4 4 4 4
E 介護士 女 20代 5 3 4 4 4 4 4
F 介護士 男 30代 10 8 2 3 4 4 3
G 理学療法士 女 20代 5 5 3 4 4 4 4
H 理学療法士 男 20代 2 2 2 3 3 4 4
I 理学療法士 女 30代 10 1 4 4 4 4 4

看護師 介護士 理学療法士

転倒リスク判断時の
優先観察項目

・転倒歴
・移動能力レベル
・薬剤使用の有無
　（睡眠薬・安定剤など）
・注意欠陥障害の有無
・自立心の強さ

・転倒歴
・移動能力レベル
・薬剤使用の有無
　（睡眠薬・安定剤など）
・知的活動レベル

・転倒歴
・移動能力レベル
・薬剤使用の有無
　（睡眠薬・安定剤など）
・注意欠陥障害の有無
・性急さ
・病識
・Mini mental state examination
　（認知機能検査）
・Berg balance scale（バランス機能評価）

観察のタイミング

・入所時
・入所後3日間
・起床時
・食事時
・排泄時
・お茶の時間
・移動時
・歩行時
・レクリエーションの時間
・適宜

・入所時
・入所後しばらく
・起床時
・食事時
・入浴時
・排泄時
・夜間の巡回時
　（寝ている様子）

・入所時
・日常生活動作の援助時
　（トイレや椅子への移乗など）
・適宜
・リハビリ時
・転倒リスク評価時
・看護師や介護士からの相談・情報提供時
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談しやすい人間関係であることなどがあげられた。また
理学療法士からは、看護師や介護士から積極的に相談に
きてくれるからという意見もあった。

５．他職種に相談してよかったエピソード
他職種に相談してよかったエピソードについては、理
学療法士は看護師や介護士に相談したことで入所者やそ
の家族の精神面や思いへの配慮ができたことや、日常生
活での危険行動などの意外な様子を知り未然に転倒を防
ぐことができた事例があげられた。看護師・介護士は理
学療法士に相談したことで機能的・専門的な視点からの
判断や具体的な対応の方法を教えてもらえ、入所者への
対応がうまくでき転倒を未然に防ぐことができた事例が
あげられた。

６．自分の職種のチームにおける役割についての認識
自分の職種の役割については、看護師は「医療面での
サポート」２件、「身体の健康管理」３件、「入所者の生
活面から身体面まで全体をみること」２件、介護士は
「異変の早期発見」２件、「思いや気持ちの尊重」２件、
「入所者と他職種を繋ぐ」２件、「日常生活動作のサポー
ト」２件、理学療法士は「能力を引き出す」２件、「入
所者のできることを発信する」２件、であると認識して
いた。

Ⅵ．考　　察

１．転倒リスク判断時に優先的に観察する視点の職種に
よる相違
転倒リスク判断時に優先的に観察する視点が職種に
よって異なるのは、各職種の専門性によるものであると
考える。看護師は日夜、医師の指示の元、服薬管理や薬
剤の管理、利用者の健康状態の管理・維持、病気の予防、
日常生活援助を行い、介護士は日夜、日常生活援助や介
護を行い、理学療法士は日中、関節可動域運動や筋力強
化訓練、日常生活訓練、歩行訓練など運動療法を通して
入所者が社会復帰するために必要なことを評価し、最大
限の回復を目指してリハビリを行なう。これらのことか
ら、看護師・介護士は生活面や認知面に関する項目を重
視し、理学療法士は機能的・専門的な指標を重視する傾
向にあると考える。

２．多職種による転倒予防ケアへの示唆
介護老人保健施設は様々な専門職が働いており、互い
の強みを活かして、高齢者を支えることのできる施設で
ある。また、中間施設であることから、在宅復帰に向け

てリハビリに力を入れている。これらのことから、理学
療法士等リハビリの専門家と看護師・介護士という生活
を支える専門家が協働することが、転倒予防ケアにとっ
て重要であると考える。多職種が情報共有・アセスメン
ト・評価の過程で協働することは、転倒予防に効果的で
ある７）と報告されているように、多職種の協働は高齢
者の転倒予防に重要な役割を果たす。本研究結果で得ら
れた多職種でうまく連携できている要因としては、自分
の職種と他職種の専門性についてお互いに理解し合い、
尊敬し合っていること、物理的に近い距離に他職種がい
ること、職種に関係なく一緒にケアをする機会があるこ
と、お互いが平等な関係だと自覚し合っていること、日
頃から相談しやすい人間関係が築かれていることである
と考えられる。これらの要因が、連携・協働しやすい環
境の基盤になっていると考える。

Ⅶ．研究の限界

調査に協力いただいた施設は１施設であり、また協力
者数も少数であるため、本研究結果の一般化には一定の
限界がある。対象施設・協力者数を増やし検討する必要
がある。

Ⅷ．結　　論

転倒リスク判断時に優先的に観察する視点として、看
護師と介護士は入所者の生活や認知面を優先し、理学療
法士は入所者の機能・能力面を優先していた。
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